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○
国
土
交
通
省
告
示
第
千
三
百
九
十
六
号
号 

長
期
優
良
住
宅
の
普
及
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
二
十
一
年
国
土
交
通
省
令
第
三
号
）
第
一
条
各
項

及
び
第
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
長
期
使
用
構
造
等
と
す
る
た
め
の
措
置
及
び
維
持
保
全
の
方
法
の
基
準
（
平
成
二
十

一
年
国
土
交
通
省
告
示
第
二
百
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

令
和
六
年
十
二
月
二
十
七
日 

国
土
交
通
大
臣　

中
野　

洋
昌　
　

 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
は
、

 

当
該
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
る
。
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改 　 　 　 　 正 　 　 　 　 後 改 　 　 　 　 正 　 　 　 　 前

第１・第２　（略） 第１・第２　（略） 

第３　長期使用構造等とするための措置 第３　長期使用構造等とするための措置 

規則第１条各項に規定する国土交通大臣が定める措置については、次 規則第１条各項に規定する国土交通大臣が定める措置については、次

に掲げる基準を満たすこととなる措置又はこれと同等以上の措置とする に掲げる基準を満たすこととなる措置又はこれと同等以上の措置とする

。 。 

１．～５．　（略） １．～５．　（略） 

  ６．省エネルギー対策 ６．省エネルギー対策

（１）・（２）　（略） （１）・（２）　（略）

（３）　増改築基準 （３）　増改築基準 

評価方法基準第５の５の５－１（４）の等級５の基準に適合し、 次の①又は②のいずれかに適合すること。

かつ、次の①又は②のいずれかに適合すること。 ①　評価方法基準第５の５の５－１（４）の等級４の基準に適合す

①　評価方法基準第５の５の５－２（４）の等級６の基準に適合す ること。ただし、増築又は改築をしない部分については、評価方

  ること。 法基準第５の５の５－１（４）ハ④の基準は、適用しない。

②　（２）②に掲げる基準に適合し、かつ、評価方法基準第５の５ ②　評価方法基準第５の５の５－１（４）の等級３の基準に適合し

の５－２（４）イ②に掲げる基準に適合すること。 、かつ、次のイ又はロのいずれかに適合すること。ただし、増築

又は改築をしない部分については、評価方法基準第５の５の５－

 １（４）ハ⑤の基準は、適用しない。

イ　評価方法基準第５の５の５－２（４）の等級４の基準に適合

 すること。

ロ　共同住宅等であって、次の（ａ）又は（ｂ）に掲げる基準に

適合し、かつ、評価方法基準第５の５の５－２（４）ハ②に掲

 げる基準に適合すること。

（ａ）　（２）②イに掲げる基準に適合すること。この場合に

おいて、（２）②イ中「第13条第３項第２号」とあるの

は「第４条第３項第２号」と、「第14条第２項第２号」

 とあるのは「第５条第３項第２号」とする。

（ｂ）　（２）②ロに掲げる基準に適合すること。この場合に
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おいて、（２）②ロ中「第13条第３項第１号」とあるの

は「第４条第３項第１号」と、「第14条第２項第１号」

とあるのは「第５条第３項第１号」とする。

（４）　既存基準 （４）　既存基準 

次の①から⑤までに掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に掲げ 次の①から④までに掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に掲げ

る基準に適合すること。 る基準に適合すること。 

①　平成21年６月３日以前に新築した住宅（当該新築した日以後、 ①　平成21年６月３日以前に新築し、又は平成28年３月31日以前に

増築し、又は改築していないものに限る。）　評価方法基準第５ 増築し、若しくは改築した住宅（④に該当するものを除く。）　

の５の５－１（４）の等級４の基準（ハ④を除く。）に適合し、 増築又は改築に係る長期優良住宅建築等計画の認定の申請が平成

かつ、次のイ又はロのいずれかに適合すること。 28年４月１日にされていたならば適用された（３）に掲げる基準

イ　評価方法基準第５の５の５－２（４）の等級４の基準に適合 に適合すること。 

すること。 ②　平成21年６月４日から令和４年９月30日までに新築した住宅（

ロ　共同住宅等であって、次の（ａ）又は（ｂ）に掲げる基準に 当該新築した日以後、増築し、又は改築していないものに限る。

適合し、かつ、評価方法基準第５の５の５－２（４）ハ②に掲 ）　当該新築に係る長期優良住宅建築等計画の認定の申請がされ

げる基準に適合するものであること。 ていたならば適用された（２）に掲げる基準に適合し、かつ、評

（ａ）　（２）②イに掲げる基準に適合すること。この場合に 価方法基準第５の５の５－１（４）ニに掲げる基準に適合するこ

おいて、（２）②イ中「第13条第３項第２号」とあるの と。 

は「第４条第３項第２号」と、「第14条第２項第２号」 ③　令和４年10月１日以後に新築した住宅（当該新築した日以後、

とあるのは「第５条第３項第２号」とする。 増築し、又は改築していないものに限る。）　当該新築に係る長

（ｂ）　（２）②ロに掲げる基準に適合すること。この場合に 期優良住宅建築等計画の認定の申請がされていたならば適用され

おいて、（２）②ロ中「第13条第３項第１号」とあるの た（２）に掲げる基準に適合し、かつ、評価方法基準第５の５の

は「第４条第３項第１号」と、「第14条第２項第１号」 ５－１（４）ニ及び５－２（４）イ②に掲げる基準に適合するこ

とあるのは「第５条第３項第１号」とする。 と。 

②　平成21年６月４日から令和４年９月30日までに新築した住宅（ ④　平成28年４月１日以後に増築し、又は改築した住宅　当該増築

当該新築した日以後、増築し、又は改築していないものに限る。 又は改築に係る長期優良住宅建築等計画の認定の申請がされてい

）　評価方法基準第５の５の５－１（４）の等級４の基準に適合 たならば適用された（３）に掲げる基準に適合すること。

し、かつ、①イ又はロのいずれかに適合すること。 

③　令和４年10月１日以後に新築した住宅　（３）に掲げる基準に

適合すること。 

④　令和４年９月30日以前に新築し、かつ、令和７年３月31日以前
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に増築し、又は改築した住宅　評価方法基準第５の５の５－１（

４）の等級４の基準に適合し、かつ、①イ又はロのいずれかに適

合すること。ただし、増築又は改築をしない部分については、評

価方法基準第５の５の５－１（４）ハ④の基準は、適用しない。

⑤　令和４年９月30日以前に新築し、かつ、令和７年４月１日以後

に増築し、又は改築した住宅　次のイ又はロのいずれかに適合す

ること。 

イ　（３）に掲げる基準に適合すること。 

ロ　当該住宅のうち増築し、又は改築した部分が、住宅部分の外

壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する誘導基準及び一次

エネルギー消費量に関する誘導基準（令和４年国土交通省告示

第1106号）に掲げる基準及び評価方法基準第５の５の５－１（

４）ハ③に掲げる基準に適合するものにあっては、評価方法基

準第５の５の５－１（４）の等級４の基準に適合し、かつ、①

イ又はロのいずれかに適合すること。

第４　（略） 第４　（略）
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附　

則

 

（
施
行
期
日
）

 

第
一
条　

こ
の
告
示
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

（
経
過
措
置
）

 

第
二
条　

次
に
掲
げ
る
処
分
又
は
確
認
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

一　

こ
の
告
示
の
施
行
の
日
前
に
さ
れ
た
長
期
優
良
住
宅
の
普
及
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
八

十
七
号
。
第
三
項
に
お
い
て
「
長
期
優
良
住
宅
法
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
に
よ

る
認
定
の
申
請
で
あ
っ
て
、
こ
の
告
示
の
施
行
の
際
、
ま
だ
そ
の
認
定
を
す
る
か
ど
う
か
の
処
分
が
な
さ
れ
て
い

 

な
い
も
の
に
つ
い
て
の
認
定
の
処
分

二　

こ
の
告
示
の
施
行
の
日
前
に
さ
れ
た
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十

一
号
）
第
六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
求
め
で
あ
っ
て
、
こ
の
告
示
の
施
行
の
際
、
ま
だ
長
期
使
用
構
造
等

 

で
あ
る
か
ど
う
か
の
確
認
が
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
の
確
認

２　

令
和
四
年
九
月
三
十
日
以
前
に
新
築
さ
れ
た
住
宅
（
当
該
住
宅
の
う
ち
増
築
又
は
改
築
を
す
る
部
分
が
、
住
宅
部

分
の
外
壁
、
窓
等
を
通
し
て
の
熱
の
損
失
の
防
止
に
関
す
る
誘
導
基
準
及
び
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
に
関
す
る
誘

導
基
準
（
令
和
四
年
国
土
交
通
省
告
示
第
千
百
六
号
）
に
掲
げ
る
基
準
及
び
評
価
方
法
基
準
第
５
の
５
の
５

１

－

（４）

ハ
③
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
、
第
３
の
６

の
規
定
を
適
用
す
る
場
合
に
お
い
て

（３）
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は
、
当
分
の
間
、

中
「等

級
５

」
と
あ
る
の
は
「等

級
４

」
と
、

①
中
「等

級
６

」
と
あ
る
の
は
「等

級
４

」

（３）

（３）

と
、

②
中
「適

合
す
る
こ
と

」
と
あ
る
の
は
「適

合
す
る
こ
と

こ
の
場
合
に
お
い
て

（２

）②
イ
中

「第
（３）

。
。

、

1
3
条
第
３
項
第
１
号

」と
あ
る
の
は

「第
４
条
第
３
項
第
１
号

と

「第
条
第
２
項
第
２
号

」と
あ
る
の
は

」
、

1
4

第
５
条
第
３
項
第
２
号

」と

（２

）②
ロ
中

第
13
条
第
３
項
第
１
号

と
あ
る
の
は

第
４
条
第
３
項
第

「
、

「
」

「

１
号

」と
第

条
第
２
項
第
１
号

と
あ
る
の
は

第
５
条
第
３
項
第
１
号

」と
す
る

」
と
す
る
。 

、
「

1
4

」
「

。

３　

次
に
掲
げ
る
長
期
優
良
住
宅
建
築
等
計
画
に
係
る
長
期
優
良
住
宅
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定

 

の
申
請
に
つ
い
て
の
認
定
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

一　

こ
の
告
示
の
施
行
の
際
現
に
長
期
優
良
住
宅
法
第
六
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
て
い
る
長
期
優
良
住
宅
建
築
等

 

計
画

二　

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た
長
期
優
良
住
宅
法
第
六
条
第
一
項
の
認
定
を
受

 

け
た
長
期
優
良
住
宅
建
築
等
計
画

 

（
長
期
使
用
構
造
等
と
す
る
た
め
の
措
置
及
び
維
持
保
全
の
方
法
の
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件
の
一
部
改
正
）

第
三
条　

長
期
使
用
構
造
等
と
す
る
た
め
の
措
置
及
び
維
持
保
全
の
方
法
の
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
令
和
六
年

 

国
土
交
通
省
告
示
第
千
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
二
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
五
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
」
を
「
第
五
条
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」

 

に
改
め
る
。


